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    議案第 １  号 

令和２年度府中市一般会計予算 

令和２年度府中市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２，２５０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に 

よる。 

（債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担す

る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条  地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条  地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

    令和２年２月２８日提出 

府中市長    小 野 申 人 
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1 5,217,272

1 市民税 2,186,577

2 固定資産税 2,282,983

3 軽自動車税 144,569

4 市たばこ税 236,145

6 都市計画税 366,938

7 入湯税 60

2 173,349

1 地方揮発油譲与税 40,560

2 自動車重量譲与税 115,607

5 森林環境譲与税 17,182

3 4,860

1 利子割交付金 4,860

4 19,864

1 配当割交付金 19,864

5 10,040

1 株式等譲渡所得割交付金 10,040

6 44,214

1 法人事業税交付金 44,214

7 929,129

1 地方消費税交付金 929,129

8 21,851

1 環境性能割交付金 21,851

9 29,852

1 地方特例交付金 29,852

10 5,739,494

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 地方交付税 5,739,494

11 4,491

1 交通安全対策特別交付金 4,491

12 134,430

1 分担金 5,949

2 負担金 128,481

13 253,107

1 使用料 150,570

2 手数料 102,537

14 3,056,844

1 国庫負担金 2,158,151

2 国庫補助金 896,131

3 委託金 2,562

15 1,484,269

1 県負担金 919,867

2 県補助金 477,317

3 委託金 87,085

16 15,967

1 財産運用収入 12,967

2 財産売払収入 3,000

17 31,101

1 寄附金 31,101

18 964,393

1 特別会計繰入金 4,906

2 基金繰入金 959,487

19 1

寄附金

繰入金

繰越金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

款 項 金　　　　　額

 千円
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1 繰越金 1

20 788,872

1 延滞金・加算金及び過料 12,205

2 預金利子 295

3 貸付金元利収入 489,855

4 雑入 286,517

21 3,326,600

1 市債 3,326,600

22,250,000

市債

歳　　入　　合　　計

款 項 金　　　　　額

 千円

諸収入
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1 225,918

1 議会費 225,918

2 2,218,357

1 総務管理費 1,800,635

2 徴税費 198,081

3 戸籍住民基本台帳費 170,837

4 選挙費 1,318

5 統計調査費 26,995

6 監査委員費 20,491

3 7,519,088

1 社会福祉費 3,938,000

2 児童福祉費 2,909,979

3 生活保護費 658,539

4 災害救助費 12,570

4 2,966,954

1 保健衛生費 1,279,511

2 清掃費 1,687,443

5 48,262

1 労働諸費 48,262

6 364,286

1 農業費 271,519

2 林業費 92,767

7 1,197,762

1 商工費 1,197,762

8 2,442,910

1 土木管理費 294,546

土木費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

議会費
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2 道路橋梁費 786,822

3 水路費 6,000

4 河川費 3,500

5 都市計画費 1,221,555

6 住宅費 79,624

7 地籍調査費 50,863

9 690,764

1 消防費 690,764

10 1,759,452

1 教育総務費 525,605

2 小学校費 240,632

3 中学校費 137,412

4 社会教育費 370,180

5 社会体育費 149,316

6 学校給食費 336,307

11 123,600

1 農林水産施設災害復旧費 23,000

2 土木災害復旧費 100,600

12 2,670,129

1 公債費 2,670,129

13 2,518

1 基金費 2,518

14 20,000

1 予備費 20,000

22,250,000歳　　出　　合　　計

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

項 金　　　　　額

 千円

款
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　第２表　債務負担行為

事項 期間 限度額

千円

令和3年度

～

令和7年度

令和3年度

令和3年度

～

令和6年度

令和2年度

令和2年度

令和3年度

令和3年度

令和3年度

住民情報総合システム機器賃借料 47,501

高度情報通信基盤整備事業 210,000

現地調査支援タブレットリース料 3,892

府中市土地開発公社が府中市元町土地区画整理事
業の保留地取得のため金融機関から借り入れた借入
金に対する債務保証

借入金の限度額を635,000千円と
し、これに対する利息及び遅延利息

府中市土地開発公社が府中駅周辺整備事業の用地
取得のため金融機関から借り入れた借入金に対する
債務保証

借入金の限度額を80,000千円とし、
これに対する利息及び遅延利息

都市計画マスタープラン見直し支援業務委託料 6,110

　（仮称）クリーンセンター（ごみ中継施設）整備に係る
発注支援等業務委託料

24,464

農業振興ビジョン策定業務委託料 6,000
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第３表  地　方　債

起 債 の 目 的  限  度  額 起債の方法

千円

防 災 施 設 整 備 事 業 19,500

情 報 通 信 施 設 整 備 事 業 90,000

文 化 施 設 整 備 事 業 36,900

公共施設等適正管理推進事業 25,500

災 害 援 護 資 金 貸 付 金 3,500

住 宅 整 備 資 金 貸 付 金 4,200

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 60,000

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 660,900

過疎地域自立促進特別事業 124,800

林 業 施 設 整 備 事 業 6,400

観 光 施 設 整 備 事 業 5,500

商 工 施 設 整 備 事 業 453,200

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 20,700

道 路 整 備 事 業 538,000

公 園 施 設 整 備 事 業 12,600

公 営 住 宅 整 備 事 業 29,900

消 防 施 設 整 備 事 業 26,700

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 177,900

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 41,400

農林水産施設災害復旧事業 8,300

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 485,700

臨 時 財 政 対 策 債 495,000

計 3,326,600

利   率 償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

　年利５.０％以内
　ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率

　借入先の融資条件
による｡ただし､市財
政の都合により据置
期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰
上償還又は低利に借
り換えることができ
る。
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１　総　　括

（歳　　入）

1 市税 5,217,272 5,184,158 33,114

2 地方譲与税 173,349 161,978 11,371

3 利子割交付金 4,860 9,404 △4,544

4 配当割交付金 19,864 21,884 △2,020

5 株式等譲渡所得割交付金 10,040 18,081 △8,041

6 法人事業税交付金 44,214 0 44,214

7 地方消費税交付金 929,129 752,848 176,281

8 環境性能割交付金 21,851 43,424 △21,573

9 地方特例交付金 29,852 77,211 △47,359

10 地方交付税 5,739,494 5,616,494 123,000

11 交通安全対策特別交付金 4,491 4,783 △292

12 分担金及び負担金 134,430 164,567 △30,137

13 使用料及び手数料 253,107 254,222 △1,115

14 国庫支出金 3,056,844 3,115,135 △58,291

15 県支出金 1,484,269 1,630,843 △146,574

16 財産収入 15,967 21,222 △5,255

17 寄附金 31,101 30,001 1,100

18 繰入金 964,393 1,196,511 △232,118

19 繰越金 1 1 0

20 諸収入 788,872 819,043 △30,171

21 市債 3,326,600 2,398,190 928,410

22,250,000 21,520,000 730,000歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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　カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ 地域手当

　ク 特殊勤務手当

　ケ その他の手当

家賃額に対する支給基準が異なる

市： 家賃額の支給基準の下限 12,000円

手当額の上限 27,000円

国： 家賃額の支給基準の下限 16,000円

手当額の上限 28,000円

定年前早期退職特別措置
2％～20％

支 給 率 等

最高限度
(月分）

47.709

20.00

国の制度との異同

備 考

（％）

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 2 年 1 月 1 日 現 在 ）

支 給 率

東京都特別区

差　　異　　の　　内　　容

（単位：月分）

20 年 勤 続
の者(月分)

24.586875

35 年 勤 続
の者(月分)

47.709

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

10.00 20.00

3 1

そ の 他 の
加 算 措 置 等

25 年 勤 続
の者(月分)

33.27075

（人）

通 勤 手 当

同じ

異なる

同じ

支 給 対 象 地 域

全 職 員

支 給 対 象 職 員 数

（％）

0.05

4.85

清掃作業、福祉事務、税務

10.00

47.70924.586875 33.27075

広島市

47.709
定年前早期退職特別措置

3％～45％

扶 養 手 当

住 居 手 当

給料総額に対する比率（％）

区 分

国 の 指 定 基 準 に

基 づ く 支 給 率

区 分

代表的な特殊勤務手当の名称
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千円 千円 千円 千円 千円

14,611,189 14,508,699 2,337,600 1,737,199 15,109,100

1,361,148 1,487,290 146,400 171,918 1,461,772

1,019,251 1,101,312 178,000 85,638 1,193,674

3,458,051 3,308,059 660,900 181,797 3,787,162

208,798 194,904 6,400 36,725 164,579

21,727 1,204 458,700 600 459,304

5,912,612 5,717,283 641,200 741,283 5,617,200

370,068 444,552 26,700 35,263 435,989

2,259,534 2,254,095 219,300 483,975 1,989,420

78,293 262,303 494,000 8,812 747,491

51,636 114,705 485,700 7,372 593,033

6,157 147,598 8,300 1,440 154,458

20,500

9,064,778 8,862,382 495,000 761,989 8,595,393

135,333 102,331 28,125 74,206

8,929,445 8,760,051 495,000 733,864 8,521,187

23,754,260 23,633,384 3,326,600 2,508,000 24,451,984

　　　地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

 区        分
前前年度末
現  在  高

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度中増減見込み

当該年度末
現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

 １．普    通    債

　（１）総     務

　（２）民     生

　（３）衛     生

　（４）農林水産

　（５）商     工

　（６）土     木

　（７）消     防

　（８）教     育

２．災 害 復 旧 債

　（１）土     木

　（２）農林水産

　（３）そ の 他

３．そ   の   他

　（１）減税補てん債

　（２）臨時税収補てん債

　（３）臨時財政対策債

合       計
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